貸 室 賃 貸 借 契 約 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　貸　主　　●
　　　　　　　　借　主　　●
西暦　　　　　　年　　月　　日

貸室賃貸借契約書
貸主：●（以下「甲」という。）、借主：●（以下「乙」という。）は、契約要項（1）記載の建物（以下「本建物」という。）の一部である契約要項（2）記載の区画（以下「本賃貸借区画」という。）の賃貸借につき、以下のとおり賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結する。

これを証するため、本書２通を作成し、甲、乙がそれぞれ記名押印のうえ、各自1通を保有する。

甲 （貸主）

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
乙 （借主）

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
丙 （連帯保証人）　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
立会人 （仲介業者）　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
契約要項
	(1) 建物の表示

	
	名称
	●

	
	所在（住居表示）
	●

	
	構造・規模
	●造陸屋根　地下●階付地上●階建

	
	
	

	

	(2) 賃貸借区画、面積

	
	区画
	●階　●号室区画

	
	面積
	●●.●●坪　※契約面積

契約面積は現状引渡しとし、実測面積と契約面積に差異が生じても賃料・保証金等の条件は変更しない。

	
	
	

	

	(3) 使用目的

	
	●事務所、店舗
	

	
	
	

	

	(4) 賃貸借期間

	
	●年●月●日～　　　●年●月●日までの2年間

	
	
	

	

	(5) 賃料、共益費（別途消費税）

	
	賃料
	金●円
	（●円/坪）
	

	
	共益費
	金●円
	（●円/坪）
	

	
	計
	金●円
	（●円/坪）
	

	
	
	

	

	(6) 敷金、礼金

	
	敷金
	金●円
	
	

	
	礼金
	金●円
	（別途消費税）
	

	
	
	

	

	(7) 特約条項

	
	1.乙は契約開始日より2年未満の解約の場合は賃料及び共益費合計の●ヶ月分（別途消費税）を、短期解約の違約金として甲に支払うものとする。

	
	2.乙は甲の指定する保証会社と甲が合理的に満足する保証委託契約を締結するものとし、これにかかる保証料等の費用はすべて乙負担とする。なお、本契約更新時には、引き続き乙は甲の指定する保証会社と保証委託契約を締結する。


	(8) 賃料等の振込先

	
	金融機関名
	●銀行

	
	支店名
	●支店

	
	口座番号
	普通　№●

	
	口座名義
	●

	
	
	


第1条 （賃貸借）

甲は乙に対し本賃貸借区画を本契約に定める条件にて賃貸し、乙はこれを承諾のうえ賃借する。

第2条 （使用目的）

1. 乙は、本賃貸借区画を契約要項（3）記載の使用目的にのみ使用し、これ以外の目的では使用してはならない。

2. 乙は、前項に定める使用目的または営業種目を変更するときは、事前に甲の書面による承諾を得なければならない。

第3条 （賃貸借期間）

賃貸借期間は契約要項（4）記載のとおりとする。ただし、甲においては賃貸借期間満了の6ヶ月前までに、乙においては賃貸借期間満了の3ヶ月前までに、相手方に対して書面により更新しない旨の通知をした場合を除き、本契約は同一条件にて更に賃貸借期間満了の翌日より2年間更新されるものとし、その後の期間満了による更新についても同様とする。

第4条 （賃料）

賃料は契約要項（5）記載のとおりとする。

第5条 （共益費）

1.　乙は、第4条に定める賃料の他に、本建物の共用部分及び共用設備の維持管理等に要する費用（以下「共益費」という。）として、契約要項（5）記載の金額を甲に支払う。

2.　乙は理由の如何にかかわらず共益費の負担を拒絶することはできない。

第6条 （賃料及び共益費の改定）

1.　本契約を更新する場合、甲は乙と協議し、書面による合意のうえ、第4条に定める賃料を改定することができるものとし、その後の更新の場合も同様とする。ただし、甲は協議に先立ち、本契約を更新する日の2ヶ月以上前に書面にて改定額を通知する。

2.　前項にかかわらず、諸物価の高騰、近隣土地建物の賃料・土地建物に対する公租公課の著しい上昇、その他著しい経済情勢の変動があった場合または本建物もしくは本賃貸借区画の改良・改修等があった場合は、甲は乙と協議し、書面による合意のうえ賃料及び共益費を改定することができる。

第7条 （乙の負担すべき諸費用）

1.　乙は、賃料、共益費の他、本賃貸借区画の使用によって生ずる下記の諸料金及び費用（以下「諸費用」という。）を負担する。

（1）本賃貸借区画内の照明、冷暖房･換気等の空調、その他の機器の電気料金

（2）業務用機器を使用する清掃費用
（3）その他、乙の本賃貸借区画使用に関連して生ずる費用

2.　本条第１項（2）に記載する清掃業務は、原則として、甲の指定する業者に発注しなければならない。
3.　乙は理由の如何にかかわらず諸費用の負担を拒絶することはできない。

第8条 （支払方法）

1.　乙は、賃料・共益費及び諸費用を甲の指定する銀行口座に振込みの方法により次のとおり支払う。なお、振込手数料は乙の負担とする。

（1）賃料・共益費については、毎月末日までに翌月分を支払う。

（2）諸費用については、甲または甲が指定する者の請求する金額を指定の期日までに支払う。

2.　契約開始日がその月の１日以外となる場合の賃料及び共益費は、契約開始日が属する月の日数により日割り計算した金額とする。

3.　契約終了日または契約解除日がその月の末日以外となる場合の賃料及び共益費は、契約終了日または契約解除日の属する月の末日を契約終了日または契約解除日とみなし、月割計算した金額とする。
第9条 （消費税）

1. 乙は、本契約に従い乙が甲に支払うべき諸金員のうち、消費税法上課税対象とされるもの（以下「課税対象項目」という。）に課税される消費税を負担するものとし、当該消費税相当額を課税対象項目の諸金員に付加して甲に支払う。

2. 課税対象項目

（1） 賃料

（2） 共益費

（3） 礼金、第10条第３項に基づき敷金から充当される費用のうちの課税対象項目
（4） 第7条の諸費用

（5） その他の消費税課税対象項目

3. 乙は、消費税法及び地方税法（地方消費税）、その他これに類する法律の制定又は改正等があった場合は、その定めに従い、その税額を甲に支払う。

第10条 （敷金）

1. 本契約及び本契約に関連して甲乙間で締結した他の契約（以下「付随契約」という。）に基づく乙の債務を担保するため、乙は、敷金として契約要項（6）記載の金額（以下「本敷金」という。）を、本契約締結と同時に甲に預け入れる。

2. 甲は、本敷金に対して利息は付さない。

3. 乙に延滞賃料、損害賠償その他本契約及び付随契約に基づく債務の不履行がある場合には、甲は何らの催告なしに本敷金をこれに充当できるものとし、この場合、乙は、充当の通知を受けた日から5日以内に本敷金の不足額を補填しなければならない。

4. 乙は、本賃貸借区画を明渡すまでの間、本敷金をもって賃料その他の債務との相殺を主張することはできない。
5. 甲は、本契約が終了し、乙が本賃貸借区画を原状に復したうえ甲に対し完全に明渡した後、2ヶ月以内に敷金預証と引き換えに本敷金を乙に返還するものとする。ただし、甲は、本契約及び付随契約に基づく乙の甲に対する不履行債務がある場合には、本敷金から当該不履行債務相当額を差し引いた金額を乙に返還するものとする。
6. 第6条に基づき賃料が改定された場合、本敷金の金額は増減された月額賃料額に基づき契約要項（6）記載の算定式に従い変更されるものとし、甲又は乙は、相手方の請求に基づき、本敷金として現に預け入れている金額の差額を預け入れまたは返還しなければならない。

7. 乙は、本敷金に対する債権を第三者に譲渡し、または債務の担保に供してはならない。

第11条 （礼金）

1. 乙は、礼金として契約要項（6）記載の金額（以下「本礼金」という。）を、本契約締結と同時に甲に支払う。

2. 甲は、本契約が終了または効力を失い、乙が本賃貸借区画の明け渡しその他本契約による債務の履行を完了しても本礼金を返還しない。

第12条 （原状変更等）

1. 乙が、造作設備の新設、除去、変更その他本賃貸借区画の契約要項（4）記載の賃貸借期間開始日時点での状態（以下「原状」という。）を変更しようとするときまたは本建物に看板・掲示等を設置しようとするときは、あらかじめその内容、方法等につき詳細を記載した書面（設計図、施工図等）を甲に提出して、甲の書面による事前の承諾を得なければならない。

2. 乙は、乙の都合による原状の変更等（以下「原状変更等」という。）の実施に際しては、甲と綿密に連絡を取り、その都度甲の承諾を得るとともに、甲の指示に従わなければならない。

3. 原状変更等に要する費用は一切乙の負担とし、乙が新設、付加あるいは承継した諸造作・設備等に賦課される公租公課は、宛名名義の如何にかかわらず乙の負担とする。

4. 前項の公租公課に関し、甲が必要と認めた場合には、乙は、賦課分離課税にかかわる必要書類等を甲の請求に基づき速やかに提出しなければならない。

5. 原状変更等により、建築基準法・消防法その他関連法規にかかわる不都合が生じた場合、あるいは関係官庁の指導等を受けた場合には、乙の責任と費用で直ちに改善しなければならない。

6. 乙が設置等を行った諸造作・設備等についての保守管理は、原則として、甲の指定する仕様及び内容で、甲の指定する者に行わせるものとし、これにかかる費用はすべて乙の負担とする。

第13条 （修繕）

1.　甲は、本建物の躯体及び附属設備の維持保全に必要な修繕、変更、改造工事を行うものとし、乙はこれに協力しなければならない。ただし、当該修繕、変更、改造工事が乙による原状変更等がなされたことによって必要となった場合、甲は乙と協議のうえ、その費用の全部又は一部を乙に負担させることができる。

2.　本賃貸借区画内の壁、天井、床、建具、ガラス、照明器具等に関する修繕（塗装替を含む。）費用ついては、合理的に修繕が必要であると判断した場合には負担区分を甲乙協議にて決定し、乙の責に帰すべき事由により生じた本建物及び本建物の設備等の毀損等に関する修繕費用については、乙の負担とする。
3.　 本賃貸借区画内の管球等の消耗品は乙の負担とする。
4.　本条1項及び2項の事由が生じまたは生じる恐れのあるときは、乙は直ちにその旨を甲に通知する義務を負い、かつ乙が費用を負担する修繕であっても甲と協議の上実施しなければならない。

第14条 （重要事項の報告）

1. 乙は、本賃貸借区画の賃貸借に関して、行政官庁からの通知、指導、要請、法的措置等を受けた場合またはその他本建物の賃貸借に関する重要な事実を知った場合には、これらの事実を速やかに甲に対し報告しなければならない。

2. 乙は、下記の事項に変更等があるときは、甲に遅滞なく書面によりその内容を通知しなければならない。

（1） 乙及び乙の代表者、その住所その他商業登記事項もしくは身分上に重要な変更があったとき。

（2） 支店長、支配人等、名称の如何を問わず、本賃貸借区画を事実上使用する責任者の氏名、連絡先等に変更があったとき。

（3） その他、本賃貸借区画の使用にあたり、重要と判断される事項に変更があったとき。

第15条 （立入点検）

1. 甲又は甲が指定した者は、本建物の保全、修理、衛生、防犯その他本建物の維持管理上必要があるときには、乙に事前に通知したうえで本賃貸借区画に立ち入り、これを点検し必要な措置を講ずることができる。

2. 緊急又は非常の場合等、甲が事前に乙に通知をすることができないときは、甲は乙に対する通知を要せず本賃貸借区画に立ち入ることができる。ただし、甲は事後速やかに乙にその事実を報告する。

3. 本条1項及び2項に際しては、乙は甲の措置に協力しなければならない。

第16条 （館内規則）

乙は、甲が定める館内規則等を本契約の一部として遵守しなければならない。

第17条 （その他禁止事項）

１.　本賃貸借区画の一部又は全部を問わず、第三者に賃借権を譲渡（担保の提供、経営の委任、事業譲渡又は合併等による場合も含む）すること。

2.　本賃貸借区画の一部又は全部を問わず、第三者に転貸（共同使用、使用賃借、その他これに準ずる一切の行為を含む）すること。

3.　本賃貸借区画内に第三者を同居させること、又は乙以外の在室名義を表示すること。
4.　本賃貸借区画内に居住・宿泊もしくは動物を飼育すること、また第三者に同様の行為をさせること。

5.　乙以外の名義で電話・ファクシミリ・テレックス・インターネット等の通信施設を引込み、利用すること。

6.　窓・本賃貸借区画の周囲等、室外から視認しうる部分に、本賃貸借区画外に向けてなされる看板、ネオンその他の広告物（可動物、シール等を含む。）を掲出すること。
7.　甲又は他の賃借人に危険又は迷惑を及ぼすような行為をすること。
8.　爆発物等の危険物、重量物、悪臭物その他、甲又は他の賃借人に損害若しくは迷惑を及ぼす恐れがある物を搬入、保管、留置し、又は本建物若しくは本建物の保全上、有害な恐れがある行為をすること。

9.　本建物若しくは本建物の周囲の環境、平穏等を害する行為をすること。
第18条 （善管注意義務）

乙は、善良なる管理者の注意をもって本賃貸借区画及び本建物の玄関、廊下、階段、エレベーター、エレベーターホール、その他共用部分を使用しなければならない。

第19条 （債務遅延損害金）

乙が賃料その他の債務の支払を遅延したときは、乙は、遅延金額に対し年率14.6％（日歩4銭）の割合で算出された損害金（年365日の日割計算による。）を甲に支払う。ただし、乙は、当該損害金の支払により第24条に定める甲による契約解除権の行使を免れるものではない。

第20条 （損害賠償）

1.　乙（乙の使用人、訪問者、請負人、その他これらの関係者を含む）が、その責に帰すべき事由により、本賃貸借区画を含む本建物または甲、他の賃借人その他の第三者に損害を与えたときは、乙はその旨を直ちに甲に報告するとともに、乙はその一切の損害について賠償の責を負わなければならない。

2.　甲が本建物の管理者として必要な対応を行なったにもかかわらず、本建物の他の賃借人等第三者の作為または不作為により、乙またはその代理人、使用人、請負人、本賃貸借区画に出入りするものその他これらの関係者が被った損害については、甲は一切賠償の責めを負わず、乙は甲に対し何らの請求をしない。

第21条 （免責）

1.　甲の行う本建物の維持管理に必要な変更、修繕、改装工事または第15条等に基づく立ち入り点検等による、本賃貸借区画又は共用部分の使用停止等により乙の被った損害については、甲はその責を負わない。

2.　地震、火災、水害等の災害、盗難、諸設備の故障その他甲の責に帰することのできない事由によって、乙またはその代理人、使用人、請負人、本賃貸借区画に出入りするものその他これらの関係者が蒙った損害については、甲は一切賠償の責めを負わず、乙は甲に対し何らの請求をしない。

第22条 （原状回復及び明渡し）

1. 契約期間の満了、解約、その他の事由によって本契約が終了したときは、乙は、本条の定めに従って本賃貸借区画を甲に対し明渡す。ただし、第27条に定める事由により本契約が当然に終了し、本条に定める明渡しが不可能な場合はこの限りではない。

2. 乙は、本契約終了時までに、本賃貸借区画内に乙が設置した造作その他の設備及び乙所有の物件を乙の費用をもって収去し、また乙の希望により甲が設置した甲所有の物件については、乙の費用をもって乙が収去し、甲に引き渡す。本賃貸借区画の原状は、本契約に付随して作成する「原状確認書」に定めるものとし、原状回復の範囲には、本賃貸借区画の壁、天井、床の交換、塗装替等を含むものとする。

3. 前項に定める原状回復の為の工事は、甲又は甲の指定する施工業者に発注することとし、その費用は乙が負担する。

4. 乙が本契約終了時までに本条に定める原状回復の処置をとらなかった場合、甲は乙の負担において、原状回復の処置をとることができ、乙はこれに異議を申し立てることができない。

5. 本契約が終了したにもかかわらず、本賃貸借区画内に乙が残置した物件があるときは、乙は当該物件に対する所有権を放棄することを予め承認し、甲は任意にこれを処分することができる。この場合、甲は当該物件の撤去・処分に要した費用を乙に請求することができる。

6. 本契約終了と同時に乙が本賃貸借区画を明渡さないときは、乙は、本契約終了の翌日から以後明渡し完了に至るまでの賃料及び共益費相当額の倍額の損害金、その他諸費用相当額及びそれらの消費税等を甲に支払い、かつ明渡し遅延により甲が損害を被ったときは、その損害を賠償しなければならない。

第23条 （費用償還請求権及び造作買取請求権の放棄等）

乙は、本賃貸借区画の明渡しに際し、その事由及び名目の如何にかかわらず、本賃貸借区画、諸造作及び設備について支出した必要費、有益費の償還請求、または移転料、立退料、権利金等の一切の請求をしないことは勿論、本賃貸借区画内に自己の費用をもって施設した造作、設備等の買取を甲に請求することはできない。

第24条 （契約の解除）

1.　乙が下記の各号のいずれかに該当した場合、甲は、乙に対し7日間の猶予をもってその是正を催告し、当該猶予期間を経過してもなお乙がこれを是正しない場合、直ちに本契約を解除することができる。

（1）本契約または付随契約の各条項の一に違反したとき。

（2）館内規則等を遵守しなかったとき。

（3）甲への事前通知なく、本賃貸借区画を1ヶ月以上使用しなかったとき。
（4）賃料、共益費、諸料金及び消費税額等の支払いを１ヶ月以上怠ったとき。
2.　前項の定めにかかわらず、乙が下記の各号の一に該当するときは、甲は乙に対して何等の通知、催告を要しないで直ちに本契約を解除することができる。

（1）本契約上の重要な義務に違反したとき。

（2）本建物の他の賃借人の占有使用権に著しい妨害を与えたとき。

（3）乙が銀行取引の停止又は差押・仮差押・仮処分・強制執行・滞納処分等を受けたとき。

（4）乙につき、解散、破産、再生手続または会社更生手続開始等の申立てがあったとき。

（5）乙が個人の場合、死亡または成年後見人制度に基づく補助人、保佐人、成年後見人または任意後見人の選任がなされたとき。

（6）乙が甲に対し何らの通知も無しに、乙が1ヶ月以上所在不明（行方不明）になったとき。

（7）乙、乙の従業員等が、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」第2条の指定暴力団または指定暴力団連合またはその他集団的にまたは常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある団体（以下「反社会的勢力等」という。）、もしくはその構成員であることが明らかになったとき

（8）本賃貸借区画を反社会的勢力等に使用させたとき。

（9）その他、乙の信用を著しく失墜する事実があったとき、その他本契約を継続しがたい事由が生じたとき。

3.　本条2項により、甲が本契約を解除した場合、乙は甲に対して違約金として賃料及び共益費の6ヶ月相当額を甲に支払わなければならない。当該違約金の支払は、甲の乙に対する損害賠償請求を妨げない。
第25条 （期間内解約）

1. 甲または乙は、賃貸借期間中に本契約を解約しようとするときは、相手方に対して甲においては6ヶ月前までに、乙においては3ヶ月（以下「解約予告期間」という。）前までに、書面によりその予告（以下「解約予告」という。）をしなければならない。

2.　乙は、解約予告に代えて賃料及び共益費の解約期間分相当額を甲に対して支払うことにより本契約を即時解約することができる。また、乙は、解約予告期間に不足する期間分の賃料及び共益費相当額を甲に支払うことで、解約予告期間に満たない期間を対象に解約予告をすることができる。

3.　本条1項及び2項の解約予告期間の算定開始日は、解約予告を行った日の属する月の翌月の1日とする。

4.　本条1項及び2項による解約予告を行った当事者は相手方の書面による承諾なくしてこれを撤回、又は取り消すことはできない。
第26条 （契約の期間開始前解約）

本契約締結日より契約要項（4）記載の賃貸借期間開始日までの間は、乙は、賃料及び共益費の3ヶ月分相当額を甲に支払うことにより本契約を解除することができる。ただし、甲の乙に対する損害賠償の請求を妨げないものとする。

第27条 （契約の消滅）

1. 天災地変その他不可抗力により、本賃貸借区画を含む本建物の全部または一部が滅失もしくは毀損して本賃貸借区画の使用が不可能になったときは、本契約は当然に終了する。

2. 前項により契約が終了したときは、甲は本契約終了後2ヶ月以内に本敷金を乙に返還するものとする。ただし、甲は、本契約及び付随契約に基づく乙の甲に対する不履行債務がある場合には、本敷金から当該不履行債務相当額を差し引いた金額を乙に返還するものとする。

第28条 （塵・厨芥の搬出等）

1.　乙は、日常発生する塵・厨芥を地方自治体の定める方法で、甲の指定する場所に搬出するものとする。

2.　乙の業務により生ずる一般回収されない大量、大型又は特殊な塵・厨芥等については、乙は保管･処理について乙の責任と費用をもって行い、本建物の共用部分等に放置等してはならない。その保管･処理について、甲または第三者が迷惑･損害等を被った場合、乙は乙の責任と費用をもって問題を解決する。

第29条 （損害保険の付保）

乙は、本契約期間中、本賃貸借区画内の乙の資産相当額の損害保険を付保しなければならない。

損害保険を付保していない資産について、万一、火災・漏水・盗難等により損害が生じても、甲は損害賠償の責めを負わない。
第30条 （ビル名変更）

乙は、本建物のビル名が将来変更される可能性があることを予め承諾し、乙は、かかるビル名の変更に際して甲に対し何ら費用等の請求はできないものとする。

第31条 （本契約に関する紛争）

本契約に関して、甲乙間に争いが生じたときは、甲の所在地の管轄裁判所をもって第1審の専属的合意管轄裁判所とすることを甲及び乙は予めここに合意する。

第32条 （準拠法）

本契約は日本法に準拠し、日本法に従い解釈されるものとする。

第33条 （規定外事項）

本契約に定めのない事項または契約事項の解釈に疑義が生じたときは、法令及び一般的なビル賃貸借の商習慣に従い、甲乙誠意をもって協議し、その解決にあたるものとする。

第34条 （守秘義務） 

甲および乙は、相手方の事前の書面による承諾なく本契約の内容及び本契約の下で相手方から受領した情報（以下「機密情報」という。）を第三者に開示または漏洩してはならず、また機密情報を本契約に企図する取引以外の目的に利用してはならない。

なお、当事者が開示する以前に公知であった情報、開示を受けた当事者が当該開示を受ける以前に、自ら開発しまたは第三者から守秘義務を負うことなく開示を受けていた情報、および、当事者が開示を受けた後に、当該当事者の責によらずして公知となった情報は、機密情報にはあたらないものとする。なお、第三者に開示すべき正当な事由がある場合は、この限りではない。
第35条（連帯保証人）

1.　連帯保証人は甲に対し、乙が本契約上負担する一切の債務の極度額を本賃貸借契約締結時の賃料及び共益費合計の24ヶ月分（別途消費税）の範囲内で連帯して保証する。

2.　連帯保証人が死亡したとき又は所在不明、無資格等の事由により保証人の責を果たし得ないと甲が判断し、連帯保証人の追加又は変更を求めたときは、乙は直ちに甲の請求する資格を有する他の連帯保証人を選定し、甲の承認を得なければならない。

第36条　(乙の債務の担保)

1. 本契約においては、連帯保証人と家賃債務保証業者、またはそのいずれかの提供する保証にて乙の債務を担保する。

2. 連帯保証人の提供する保証にて乙の債務を担保する場合は、次の各号の定めによるものとする。

　    （1）連帯保証人は、乙と連帯して、本契約から生じる乙の債務を負担するものとする。本契約が更新された場合においても、同様とする。

　　　　（2）前号の連帯保証人の負担は、第35条1項に記載する極度額を限度とする。

　　　　（3）連帯保証人が負担する債務の元本は、次のいずれかに該当するときは、確定するものとす
る。
ア　甲が、連帯保証人の財産について、賃料その他の本契約により生じる乙の金銭の支払を目
的とする債権についての強制執行又は担保権の実行を申し立てたとき。ただし強制執行又
は担保権の実行の手続の開始があったときに限る。

      イ　連帯保証人が破産手続き開始決定を受けたとき
ウ　乙または連帯保証人が死亡したとき
     (4)前号に規定する場合又は連帯保証人が連帯保証人として要求される能力又は資力を失っ
たときは、第35条2項の規定に基づき乙（前号ウの乙が死亡したときは乙の相続人）は直ち
にその旨を甲に通知するとともに、甲の承諾する新たな連帯保証人に保証委託するものとする。

     (5) 前号の場合において新たに甲との間で連帯保証契約を締結した連帯保証人は、第一号に定める義務を負うものとする。

     (6) 連帯保証人の請求があったときは、甲は、連帯保証人に対し、遅滞なく、賃料及び共益費等の支払状況や滞納金の額、損害賠償の額等、乙の全ての債務の額等に関する情報を提供しなければならない。

     (7) 乙は、本契約の締結に先立ち、連帯保証人に対し、次に掲げる事項に関する情報を提供したことを、甲に対し確約する。

      ア　乙の財産及び収支の状況
      イ　本契約から生じる乙の債務以外に負担している債務の有無並びにその額及び履行状況

      ウ　本契約から生じる乙の債務の担保として他に提供し、又は提供しようとするものがあるときは、その旨及びその内容
3. 乙が家賃債務保証業者と賃貸保証委託契約を締結する場合には、次の各号の定めによるも
のとする。
     (1) 家賃債務保証業者が提供する保証の内容については別に定めるところによるものとし、甲及び乙は、本契約と同時に同保証を利用するために必要な手続きをとらなければならない。

 (2) 乙が前号の手続きをとらない場合その他乙の責めに帰すべき事由により前号に定め　　　　る保証が利用できない場合は、本契約は成立しないものとする。ただし、乙は、賃貸借契約の始期から本物件を明け渡すまでの間の賃料相当損害金を負担しなければならない。
  (3) 前号本文の場合において、別に連帯保証人を立てることにより契約を成立させるこ　　　　　　　とを甲乙間で合意した場合には、前号の規定にかかわらず、甲と連帯保証人との間で連帯保証契約が成立したことをもって、賃貸借契約の始期に本契約が有効に成立したものとみなす。

以　上
不動産賃貸借契約における反社会的勢力排除のための条項
①（反社会的勢力の排除） 
借主（乙）は、貸主（甲）に対し、次の各号の事項を確約する。

 (1) 自らまたは自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役またはこれら に準ずる者をいう。）が、暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに 準ずる者またはその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。

 (2) 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約の締結をするものではないこと。
 (3) 自らまたは第三者を利用して、次の行為をしないこと。 

ア 甲に対する脅迫的な言動または暴力を用いる行為。

イ 偽計または威力を用いて甲の業務を妨害し、または信用を毀損する行為。 

②（禁止又は制限される行為） 
乙は、本物件の使用に当たり、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。

 (1) 本物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供すること。 

(2) 本物件または本物件の周辺において、著しく粗野もしくは乱暴な言動を行い、または威勢を示すことにより、甲、他の賃借人、付近の住民または通行人に不安 を覚えさせること。 

(3) 本物件を反社会的勢力に占有させ、または本物件に反復継続して反社会的勢 力を出入りさせること。 
③（契約の解除） 
乙について、次のいずれかに該当した場合には、甲は何らの催告もせずして、本契約を解除する

ことができる。 

(1) ①の確約に反する事実が判明したとき。 

(2) 契約締結後に自らまたは役員が反社会的勢力に該当したとき。

２．甲は、乙が②に掲げる行為を行った場合は、何らの催告も要せずして、本契約を解除することができる。

「原状確認書」
※各項目のうち、「■」の符号がある事項が本物件に該当する項目となります。「□」の符号がある事項は、本物件に該当するものではありません。

	部位
	賃 貸 物 件 引 渡 時 の 状 態
	原状回復基準

	
	素材等
	区分
	

	建築設備
	床
	タイルカーペット
	■
	新品
	新品張替

	
	
	
	□
	中古
	クリーニング

故意・過失による破損・汚損は張替

	
	壁
	クロス
	■
	新品
	新品張替

	
	
	
	□
	中古
	クリーニング

故意・過失による破損・汚損は張替

	
	天井
	ジプトン
	
	破損・汚損は張替又は塗装

	
	巾木
	-
	■
	新品
	新品張替

	
	
	
	□
	中古
	クリーニング

故意・過失による破損・汚損は張替

	
	扉
	-
	
	損傷部分は表面材張替

	
	鉄部・木部
	-
	
	損傷部分は表面材張替

	空調設備
	空調設備
	-
	
	クリーニング

増設空調設備は全撤去

	
	換気設備
	-
	
	ヤニ汚れ、汚臭の場合分解清掃、引き渡し時の状態に回復及びクリーニング

	電気設備
	照明・スイッチ・コンセント
	-
	
	引き渡し時の状態に回復及びクリーニング

	
	防犯設備その他弱電設備
	-
	
	外線・増設回線は全て配線接続撤去、増設弱電設備は全部撤去

	消防設備
	非常照明設備
	-
	
	基準法設備までの回復

	
	火災報知器
	-
	
	増設部分は全部撤去し、引き渡し時の状態に回復

	
	誘導灯設備
	-
	
	増設部分は全部撤去し、引き渡し時の状態に回復

	
	消火器
	-
	
	増設部分は全部撤去し、引き渡し時の状態に回復

	その他
	間仕切壁
	-
	
	賃借人が設置した間仕切壁は全部撤去

	
	窓ガラス
	-
	
	クリーニング、破損がある場合は交換

	
	ブラインド・

ロールスクリーン
	-
	
	賃借人が設置したブラインド等は全部撤去

	
	社名案内板
	-
	
	社名表示撤去

	
	インターホン等
	-
	
	クリーニング、破損がある場合は交換


「修繕負担区分表」
	項　　　目
	内　　　　　　容
	負担者

	
	
	貸主
	借主

	主要構成部分
	主要構成部分
	建物主要部分・付帯構造物・基本設備工事の自然的老朽による不良
	○
	－

	
	賃貸借区画内

「天井」「壁」
	石膏ボード・クロス・巾木・岩綿吸音板等の修理・張替
	―
	○

	
	賃貸借物件内「床」
	タイルカーペット・Ｐタイル等の修理・張替
	－
	○

	
	建具

「窓サッシ」

「ガラス」「扉」
	自然的老朽に伴う修理・交換
	○
	－

	
	
	上記以外の修理・交換
	－
	○

	
	
	乙の原状変更により施した扉・窓サッシ・シャッター等の修理・交換
	－
	○

	電気設備


	強電設備・弱電設備
	乙の希望・又は責めに帰する原因による増設・修理・交換
	－
	○

	
	
	故障・自然的老朽に伴う修理・交換
	○
	－

	
	賃貸借物件内

「照明器具」
	修理・調整・管球の交換
	－
	○

	
	
	自然的老朽に伴う器具修理・交換
	○
	－

	空調設備
	冷暖房設備

換気設備
	自然的老朽に伴う冷暖房設備・換気設備の修理・交換
	○
	－

	
	
	冷暖房設備の保守及びフィルター清掃
	－
	○

	
	
	乙の原状変更により設置又は移設した冷暖房機器・ダクト等の修理・交換
	－
	○

	給排水設備
	賃貸借区画内

「トイレ・給湯室等」
	消耗部品修理・交換
	－
	○

	
	
	乙の原状変更により設置又は移設した給排水設備・器具等の修理・交換
	－
	○

	消防設備
	賃貸借物件内

「機械警備設備」

「火災感知器」

「避難誘導灯」
	センサー・警備盤等の乙の責めに帰する原因による修理・交換
	－
	○

	
	
	作動不良（保守点検を含む）
	○
	－

	
	
	乙の原状変更により設置又は移設した感知器・誘導灯等の修理・交換
	－
	○

	賃貸借物件外の共用部分についての修繕は原則として甲の負担によりますが、その原因が乙の故意又は過失による場合は乙の負担とする。又、負担区分により甲の負担すべき修繕であっても、その原因が乙による場合は乙の負担とする。

乙の希望による工事においては甲の承認を得た後、乙が実施し乙の負担とする。


解　約　通　知　書
（通知年月日）　　　　　　年　　　月　　　日
賃貸人：●　殿

賃借人：所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印 

　　　　年　　　月末日をもって、下記賃貸借区画を明渡すことを確約致します。

■解約する賃貸借区画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

建物名　：●
所在：●
区画：●号室
■解約後の連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＞

＞

【 注意事項 】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

＞この通知書は明渡し●ヵ月以上前に下記管理会社に到着するように提出ください。

＞明渡し月の日割り計算は致しません。

＞この解約通知は撤回できません。

■管理会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＞名称：株式会社TNプロパティマネジメント
＞所在地：〒581-0072大阪府八尾市久宝寺4-3-60 
＞ＴＥＬ：090-7352-0040
■返還敷金の振込先（＊口座名義人は必ず本契約者の名義の口座であること）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＞金融機関名：
＞支店名：
＞口座種類：

＞口座番号：
＞口座名義：
印





印





印





印








